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1.  22年5月期の連結業績（平成21年6月1日～平成22年5月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年5月期 141,032 5.0 15,995 70.8 16,052 98.8 9,871 165.5
21年5月期 134,353 △7.3 9,367 △24.8 8,072 △29.2 3,718 △43.9

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年5月期 54.39 54.39 8.4 7.9 11.3
21年5月期 20.48 20.45 3.2 3.9 7.0

（参考） 持分法投資損益 22年5月期  97百万円 21年5月期  471百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年5月期 202,641 127,829 59.4 663.88
21年5月期 203,998 125,812 56.0 629.12

（参考） 自己資本   22年5月期  120,441百万円 21年5月期  114,206百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年5月期 20,284 △5,817 △13,590 35,813
21年5月期 18,037 △9,448 4,558 35,061

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年5月期 ― 10.00 ― 10.00 20.00 3,631 97.7 3.1
22年5月期 ― 10.00 ― 10.00 20.00 3,629 36.8 3.1
23年5月期 

（予想）
― 10.00 ― 10.00 20.00 33.0

3.  23年5月期の連結業績予想（平成22年6月1日～平成23年5月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

74,000 6.3 8,300 12.8 8,300 21.9 5,000 35.8 27.56

通期 152,000 7.8 18,000 12.5 18,000 12.1 11,000 11.4 60.63
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

(注)詳細は、18ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

(注)１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、35ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年5月期 182,503,570株 21年5月期 182,503,570株
② 期末自己株式数 22年5月期  1,083,291株 21年5月期  968,665株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年5月期の個別業績（平成21年6月1日～平成22年5月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年5月期 103,086 6.0 13,116 52.7 13,563 51.3 9,177 50.1
21年5月期 97,290 △6.2 8,588 △3.5 8,964 △11.1 6,115 △4.0

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年5月期 50.57 ―
21年5月期 33.68 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年5月期 163,219 105,587 64.7 581.99
21年5月期 165,755 99,720 60.2 549.30

（参考） 自己資本 22年5月期  105,587百万円 21年5月期  99,720百万円

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の実績に与える不確実な要因に係る本資料発表日現在における仮定を前提として
います。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提条件その他に関する事項につきましては、５
ページ「次期の見通し」をご覧ください。 
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１．経営成績 

（１）経営成績に関する分析 

① 当期の経営成績 

当連結会計年度のわが国経済は、一昨年秋に発生した世界的な経済危機に対する各国の景気刺激策の効果によ

り中国を中心とした新興国に対する輸出が回復基調にあるものの、設備投資の減少や厳しい雇用情勢が続き、デ

フレの進行や円高が懸念されるなど景気の先行きが不透明な状況で推移しました。 

電気・電子機器、半導体、自動車等の産業において、特に中国を中心とする新興国の需要の回復により生産が

持ち直しつつあり、当社の業績も改善致しました。 

医薬品産業は、他の産業に比べ景気の影響を受けにくい産業でありますが、本年4月には薬価基準の引き下げが

実施されたことに加え、ジェネリック医薬品の使用促進等、薬剤費の抑制傾向がますます強まっております。一

方、新薬の研究開発や販売ではグローバルな競争が一段と活発化するなど、生き残りをかけた企業間競争は一層

厳しさを増しております。 

 

このような状況のもとで、当社グループは、重点事業への経営資源の最適配分、海外展開の強化に加え、収益

体質の強化を目指し、一層のコストダウンの推進、販売品目の整理、生産拠点の最適化に取り組みました。 

 

この結果、当期の連結売上高は、医薬事業が引き続き堅調に推移し、機能化学品事業及びセイフティシスムズ

事業が回復したことにより、1,410億３千２百万円と前期に比べ66億７千９百万円（5.0％）増加しました。 

連結営業利益は、売上高の増加及び原価低減等により、159億９千５百万円と前期に比べ66億２千７百万円

（70.8％）増加しました。 

連結経常利益は、為替差損が縮小し、160億５千２百万円と前期に比べ79億７千９百万円（98.8％）増加しまし

た。 

連結当期純利益は、98億７千１百万円と前期に比べ61億５千３百万円（165.5％）増加しました。 

当社の業績と比べると、当期の連結売上高は当社の1.37倍、連結当期純利益は当社の1.08倍となりました。 

 

② セグメント別の概況 

 (事業の種類別セグメント） 

当期における事業の種類別セグメント概況は、次のとおりです。 

 

【機能化学品事業】 

売上高は、642億９千９百万円と前期に比べ16億２千万円（2.6％）増加しました。 

 

機能性材料事業は、半導体封止材用エポキシ樹脂が環境対応型を中心に需要が回復し、前期を上回りました。

紫外線硬化型樹脂も前期を上回りました。機能性材料事業全体でも前期を上回りました。 

電子情報材料事業は、光ディスク用樹脂、プラズマディスプレイ用フィルムが前期を下回りましたが、イン

クジェットプリンター用色素、液晶シール材が前期を上回りました。㈱ポラテクノでも液晶ディスプレイ用偏

光フィルムが前期を上回りました。電子情報材料事業全体では前期を上回りました。 

触媒事業は、顧客の触媒交換時期の谷間であったため、前期を下回りました。 

色材事業は、繊維用染料、紙用染料ともに、前期を下回りました。 
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機能化学品事業全体の営業利益は、機能性材料事業及び㈱ポラテクノを含む電子情報材料事業の利益が増加し

たため、83億４千８百万円となり、前期に比べ39億３千９百万円（89.3％）増加しました。 

 

【医薬事業】 

売上高は、496億９千２百万円と前期に比べ39億２千２百万円（8.6％）増加しました。 

 

国内向け製剤は、昨年５月に上市した「ビカルタミド錠NK」（抗がん剤）が売上に寄与したことに加え、「パ

クリタキセル注NK」、「カルボプラチン点滴静注液NK」、「エピルビシン注射用NK」等の抗がん剤、及び「グラニ

セトロン静注液NK｣（制吐剤）等のがん関連製品が堅調に推移し、前期を上回りました。一方、「ランダ注」（抗

がん剤）、「ミリスロール注」（血管拡張剤）が競合品等の影響により、前期を下回りました。国内向け製剤全体

では前期を上回りました。 

輸出は、ブレオ類（抗がん剤）が前期を下回り、輸出全体で前期を下回りました。 

国内向け原薬は、医薬品原料が好調に推移し、国内向け原薬全体で前期を上回りました。 

診断薬は前期を上回りました。 

 

医薬事業全体の営業利益は、100億９千万円となり、前期に比べ７億３千５百万円（7.9％）増加しました。 

 

【セイフティシステムズ事業】 

売上高は、176億６千５百万円と前期に比べ24億６千９百万円（16.3％）増加しました。 

 

これは世界各国での減税等による自動車販売奨励策の効果と、中国をはじめとする新興国での需要拡大等の

影響によるものです。エアバッグ用インフレータ、シートベルトプリテンショナー用マイクロガスジェネレー

タともに前期を上回りました。 

 

セイフティシステムズ事業全体の営業利益は、販売数量の拡大およびコストダウンの推進により３億８千７百

万円となり、前期に比べ20億５千２百万円 増加しました。 

 

【その他事業】 

売上高は、93億７千５百万円と前期に比べ13億３千２百万円（12.4％）減少しました。 

 

アグロ事業は、国内・輸出ともに前期を下回りました。 

不動産事業他は、前期を下回りました。 

 

その他事業の営業利益は、アグロ事業の収益体質が改善したことなどにより、22億８千６百万円となり、前期

に比べ１億４千万円（6.6％）増加しました。 

 

 (所在地別セグメント） 

当期における所在地別セグメントの概況は、次のとおりです。 

【日本】 

売上高は1,224億６千８百万円となり、前期に比べ55億８千６百万円(4.8％)増加しました。 



 
 日本化薬㈱  （4272）  平成22年5月期決算短信 

― 5 ― 

営業利益は202億３千３百万円となり、前期に比べ64億７百万円(46.3％)増加しました。 

【その他の地域】 

売上高は185億６千４百万円となり、前期に比べ10億９千２百万円(6.3％)増加しました。これは、化薬化工（無

錫）有限公司（中国）、ポラテクノ（香港）有限公司（中国）等の売上高が増加したことに加え、当期からカヤク･

セイフティシステムズ･デ･メキシコ,S.A. de C.V.（メキシコ）及び化薬（湖州）安全器材有限公司（中国）が製

品出荷を開始し、売上高に寄与したことによるものです。 

営業利益は９億３百万円となり、前期に比べ６億４千２百万円(247.2％)増加しました。これは、主に化薬化工

（無錫）有限公司（中国）、インデット セイフティ システムズ a.s.（チェコ）等の営業利益が増加したことに

よるものです。 

 

 

③ 次期の見通し 

今後のわが国経済は、輸出を中心に回復基調にありますが、世界経済の先行き、為替レートの変動、デフレの

進行など、景気の先行きが不透明な状況が続くものと思われます。このような状況において、当社グループは事

業環境の変化に対応できる強固な収益体質を構築するとともに、新たな成長市場への展開を加速させ、収益の拡

大を図ってまいります。各事業の戦略は以下のとおりです。 

・機能化学品事業は、収益体質の強化を図りながら、環境・省エネルギー関連材料の研究開発を促進します。 

・医薬事業は、ジェネリック医薬品の拡販を図りながら、抗がん剤DDS製剤の開発を促進します。 

・セイフティシステムズ事業は、成長の期待できる中国など新興国を中心に、グローバルな事業展開を図りま

す。 

次期の売上高は1,520億円（前期比7.8％増加）、営業利益は180億円（前期比12.5％増加）、経常利益は180億円

（前期比12.1％増加）、当期純利益は110億円（前期比11.4％増加）の見通しを立てております。 

為替レートは90円／米ドルと想定しております。 

 

（２）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

 資産は前期に比べ13億５千７百万円減少し、2,026億４千１百万円となりました。主な増加は売上債権や

繰延税金資産の増加であり、主な減少は有形固定資産や投資有価証券の減少によるものです。 

 負債は前期に比べ33億７千４百万円減少し、748億１千２百万円となりました。主な減少は借入金の減少

であり、主な増加は営業債務の増加によるものです。 

 純資産は前期に比べ20億１千７百万円増加し、1,278億２千９百万円となりました。主な増加は当期純利

益やその他有価証券評価差額金の増加であり、主な減少は配当金の支払いや少数株主持分の減少によるもの

です。 

 

② キャッシュ・フローの状況 

(単位：百万円) 

 前期 当期 対前期増減額 

 営業活動によるキャッシュ・フロー 18,037 20,284 2,246

 投資活動によるキャッシュ・フロー △9,448 △5,817 3,631

 財務活動によるキャッシュ・フロー 4,558 △13,590 △18,149

現金及び現金同等物の期末残高 35,061 35,813 751
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営業活動によるキャッシュ・フローは、前期と比較して22億４千６百万円増加し、202億８千４百万円と

なりました。この増加は主に、税金等調整前当期純利益及び仕入債務が増加したことによるものです。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、前期と比較して 36 億３千１百万円支出が減少し、58 億１千７百

万円の支出となりました。この減少は主に、有形固定資産及び長期前払費用の取得による支出が減少したこ

とによるものです。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、前期と比較して 181 億４千９百万円収入が減少し、135 億９千万

円の支出となりました。支出の増加は主に、子会社の自己株式取得による支出及び借入れによる収入が減少

したことによるものです。 

以上の結果、当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は、前期末に比べて７億５千１百万

円増加し、358億１千３百万円となりました。 

 

（キャッシュ・フロー関連指標の推移） 

 平成18年５月期 平成19年５月期 平成20年５月期 平成21年５月期 平成22年５月期

自己資本比率（％） 56.2 56.7 57.2 56.0 59.4

時価ベースの自己資本比率（％） 84.7 82.0 61.6 52.4 66.1

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 1.2 1.1 1.4 1.9 1.4

インタレスト・カバレッジ・レシオ 33.3 37.2 31.7 37.4 39.6

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

（注）１ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

   ２ 株式時価総額は、株価期末終値×期末発行済株式総数(自己株式控除後)により算出しております。 

   ３ 営業キャッシュ･フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しておりま

す。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象としてお

ります。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主の皆様への利益還元を重視しておりますが、その姿勢をより明確にするため、各期の連結業績に

連動させた配当を行ってまいります。安定的かつ継続的な利益還元と内部留保レベルを勘案し、配当性向は、連

結当期純利益の40％程度を中期的な目標としております。但し特別な変動要因があった場合は調整させていただ

きます。内部留保は成長事業への設備投資や研究開発投資等へ充当し、企業価値を高めてまいります。 

当期の期末配当金につきましては、１株当たり10円を予定しております。これにより、中間配当金と合わせて、

年間配当金は１株当たり20円となります。 

なお、次期の配当につきましては、１株当たりの配当金は、中間配当金10円、期末配当金10円を予定しており、

１株当たりの年間配当金は、20円の継続を予定しております。 
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２．企業集団の状況 

日本化薬グループ（当社グループ）は、日本化薬㈱（当社）、子会社36社、関連会社11社より構成されており、各

社の当該事業に係わる位置付けの概要は次のとおりです。 

 

（機能化学品事業） 

機能性材料 ： 当社は、エポキシ樹脂、紫外線硬化型樹脂、高機能化学品等を製造・販売しております。一

部製品については、連結子会社の㈱日本化薬福山、厚和産業㈱が製造業務の請負をしており

ます。連結子会社の化薬化工（無錫）有限公司は、紫外線硬化型樹脂を製造・販売しており

ます。 

電子情報材料： 当社は、光ディスク用樹脂、液晶ディスプレイ用シール材、機能性色素、インクジェットプ

リンター用色素、プラズマディスプレイ用機能性フィルム等を製造・販売しております。一

部製品については、連結子会社の㈱日本化薬福山、㈱日本化薬東京、厚和産業㈱が製造業務

の請負をしております。連結子会社の㈱ポラテクノは、偏光フィルム等の液晶ディスプレイ

用部材を製造・販売しております。連結子会社のモクステック,Inc.は液晶プロジェクタ用

途の無機偏光板を製造し、㈱ポラテクノ及び外部の得意先へ販売しており、またX線分析装

置部材を製造・販売しております。連結子会社の㈱ポラテクノ、無錫宝来光学科技有限公司

は、偏光フィルム等を加工し、基材に貼合した液晶プロジェクタ用部材を製造・販売してお

ります。連結子会社のポラテクノ（香港）Co., Ltd.は、㈱ポラテクノ及び無錫宝来光学科

技有限公司の製品の一部を販売しております。連結子会社のマイクロケム CORP.はMEMS用フ

ォトレジストを製造・販売しております。連結子会社の化薬化工（無錫）有限公司は光ディ

スク用接着材を製造・販売しております。 

触    媒： 当社は、アクリル酸・メタクリル酸製造用触媒を製造・販売しております。連結子会社の厚

和産業㈱が製造業務の請負をしております。 

色    材： 当社は、染料、非繊維用特殊色材等を販売しております。連結子会社の㈱日本化薬福山、㈱

日本化薬東京が製造業務の請負をしております。連結子会社の無錫先進化薬化工有限公司、

招遠先進化工有限公司は、染料等を製造し、連結子会社の上海化耀国際貿易有限公司へ販売

しており、当社は同社より原材料・製品を購入しております。 

 

（医薬事業） 

医  薬  品： 当社は、医療用医薬品、医薬原薬・中間体、診断薬等を製造・販売しております。連結子会

社の日本化薬フードテクノ㈱は、食品、食品品質保持剤及び食品添加物等を製造・販売して

おります。当社は、同社に製造設備を貸与しております。連結子会社の台湾日化股份有限公

司及びユーロニッポンカヤク GmbHは、当社の製品の一部を販売しております。 

 
（セイフティシステムズ事業） 

セイフティ ： 

システムズ 

当社及び連結子会社のインデット セイフティ システムズ a.s.、化薬(湖州)安全器材有

限公司、カヤク・セイフティシステムズ・デ・メキシコ,S.A. de C.V.は、エアバッグ用インフ

レータ及びシートベルトプリテンショナー用マイクロガスジェネレータ等を製造・販売して

おります。当社はインデット セイフティ システムズ a.s.及びニッポンカヤクCZ, s.r.o.

より原材料を購入しております。当社は、インデット セイフティ システムズ a.s.、化

薬(湖州)安全器材有限公司及びカヤク・セイフティシステムズ・デ・メキシコ,S.A. de C.V.に

原材料・製品を供給しております。 
 

（その他事業） 

ア  グ  ロ： 当社は、農薬等を製造・販売しており、関連会社の三光化学工業㈱より一部製品を購入して

おります。 

不動産賃貸 ： 当社及び連結子会社の和光都市開発㈱が行っております。 

 

連結子会社の㈱ニッカファインテクノは、当社の製品の一部を販売しており、当社は各事業の原材料及び製品の一

部を購入しております。 
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事業の系統図 

 

 

（注） 当社は、平成22年１月にライフスパーク,Inc.を解散することを決議しております。 
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３．経営方針 

（１）会社の経営の基本方針 

当社グループは、企業価値の最大化を経営目的とし、保有する技術等の多様な知的資産を融合させ、21世紀社

会が必要とする新たな情報・サービスを付加したファインケミカルとテクノロジーで社会に貢献してまいります。 

また、事業全般にわたり、安全操業は勿論、環境への配慮を重視し、引き続き高い倫理観をもって経営してま

いります。 

 

（２）目標とする経営指標 

収益基盤の強化と財務体質の充実化による総資産利益率（ROA）、自己資本利益率（ROE）の向上に努めておりま

す。自己資本利益率（ROE）10%を目指し、資本コストを考慮した業績評価指標のもと、資本効率を重視した経営

をより一層進めてまいります。 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略 

当社グループは、ファインケミカル分野において多くの事業を手がけ柱となる事業を時代の変遷にあわせて世

代交代させながら成長してまいりました。その過程において個々の事業で培った技術を応用することや更にはそ

れらの技術を融合することで新たな事業を展開してまいりました。例えば、色素技術を応用したインクジェット

プリンター用色素や色素技術と樹脂技術を融合した機能性フィルム等の電子情報材料、高分子技術を応用した抗

がん剤DDS製剤の開発、火薬技術を応用した自動車安全部品などであり、独自の特長ある新事業の創生・新製品の

創出に注力しております。 

当社グループの基本戦略は、「自社の得意な技術や経営資源」を用いて、「ニッチ市場」をターゲットに「技術

融合」を武器としてスピーディに事業戦略を実行することです。各事業を独立に経営するのではなく、グループ

間の融合を促進して一体的に経営することが、今後の当社グループ企業価値の増大につながり、株主及び投資家

の皆様の共同の利益に資するものと考えております。今後も、「世界的すきま発想。」をコーポレートスローガン

として掲げ、グローバル市場において、当社グループだからこそ強みが発揮できる市場を追及してまいります。 

この基本戦略のもと、2016年の当社の創業100周年に向け、ターゲットとする成長市場を「情報通信分野」・「環

境・省エネルギー関連分野」（機能化学品事業）、「医療分野」（医薬事業）、「安全分野」（セイフティシステムズ事

業）と定め、Phase１(2010～2012年度)とPhase２(2013～2015年度)の２段階の３年中期事業計画で発展・成長を

図ります。Phase１の最終年度となる2012年度(2013年5月期)の具体的な数値目標といたしましては、売上高1,800

億円、営業利益220億円でROE10%の達成を目指します。Phase１では、機能化学品事業とセイフティシステムズ事

業を中心に高採算性の製品群にシフトする等で収益を拡大させますが、医薬事業は研究開発投資が増加するため

大幅な増益が見込めない計画となります。経済のグローバル化に対応して市場を海外に求め、海外売上高比率を

高め、必要に応じて海外での現地生産・販売の拡充も行います。また、コストダウンの手も緩めず、Phase２へ向

けた投資も積極的に進めます。Phase２では、Phase１での医薬事業を中心とした研究開発の成果や市場開拓によ

り更なる発展を目指します。 

                   中期事業計画 Phase１の数値目標 

      項   目 平成25年(2013年)５月期目標値 

連 結   売  上  高       １，８００億円 

連 結   営 業 利 益         ２２０億円 

連 結   Ｒ  Ｏ  Ｅ          １０％  

連 結    海外売上高比率          ４０％  
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（４）会社の対処すべき課題 

情報通信分野、環境・省エネルギー関連分野では、市場のニーズ変化に応じた環境対応型のエポキシ樹脂、イ

ンクジェットプリンター用色素、機能性フィルム、液晶プロジェクタ用部材等を伸長させるとともに、LED封止用

の新規樹脂、放熱シート用新規樹脂、色素増感太陽電池等の付加価値の高い新製品の開発を目指してまいります。 

医療分野では、ナノテクノロジーを駆使した抗がん剤DDS製剤の日米での開発を加速させます。また、がん関連

の導入品の早期立ち上げおよびジェネリック医薬品の販売拡大、IVR（血管内治療法）領域での製品開発と事業拡

大、さらにがん関連のバイオ後続品の開発に注力してまいります。このほか、糖尿病診断薬の米国での展開も促

進してまいります。 

安全分野では、エアバッグ用インフレータおよびシートベルトプリテンショナー用マイクロガスジェネレータ

の新製品をグローバルに展開し、事業拡大を図ります。 

 

また、企業活動の根底をなす当社グループの企業精神を明示した「KAYAKU spirit」を、当社グループ全員で共

有し実践するとともに、各部門の抱える課題の「見える化」を推進し、それに対するアクションプランおよび成

果指標を明確にしてまいります。複数部門にまたがる重点課題は組織横断的に活動する「プロジェクト制度」に

よる解決を推進し、コミュニケーションの活性化を図ることで「組織力の強化」を促し、組織のタテヨコのつな

がりを強固にして、迅速な対応のできる組織体制を構築してまいります。 

さらに、こうした企業活動を展開するにあたり、当社のCSR理念「最良の製品を、技術革新と従業員の良心の総

和により、社会に提供し続けること」のもと、事業活動を通じて社会的責任を果たしてまいります。また、コー

ポレート・ガバナンスや財務報告の適正性確保を含めた内部統制システムを強化し、コンプライアンスの徹底に

努め、経営の健全性・透明性を高めてまいります。 
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４．連結財務諸表 

(1) 連結貸借対照表 

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度 

(平成21年５月31日) 

当連結会計年度 

(平成22年５月31日) 

資産の部  

 流動資産  

  現金及び預金 16,529  17,427

  受取手形及び売掛金 ※6 44,008  47,181

  有価証券 18,626  18,512

  商品及び製品 15,031  16,342

  仕掛品 1,554  1,927

  原材料及び貯蔵品 6,917  6,886

  繰延税金資産 2,345  6,068

  その他 3,838  3,371

  貸倒引当金 △123  △145

  流動資産合計 108,729  117,572

 固定資産  

  有形固定資産  

   建物及び構築物（純額） 32,568  31,800

   機械装置及び運搬具（純額） 19,844  15,957

   土地 8,111  7,898

   建設仮勘定 4,567  4,000

   その他（純額） 2,466  1,980

   有形固定資産合計 ※1，※4 67,557 ※1，※4 61,637

  無形固定資産  

   のれん 2,112  1,835

   その他 2,906  2,442

   無形固定資産合計 5,018  4,277

  投資その他の資産  

   投資有価証券 ※2,※4 15,329 ※2,※4 13,896

   長期貸付金 2,349  2,283

   長期前払費用 1,645  1,089

   繰延税金資産 1,008  315

   その他 2,055  1,255

   貸倒引当金 △124  △110

   投資その他の資産合計 22,264  18,730

  固定資産合計 94,840  84,646

 繰延資産  

  開業費 428  422

  繰延資産合計 428  422

 資産合計 203,998  202,641
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度 

(平成21年５月31日) 

当連結会計年度 

(平成22年５月31日) 

負債の部  

 流動負債  

  支払手形及び買掛金 ※4,※6 12,201 ※4 14,531

  短期借入金 ※4 13,304 ※4 12,147

  未払金 6,879  6,782

  未払費用 4,094  4,740

  未払法人税等 3,072  2,055

  繰延税金負債 0  0

  返品調整引当金 41  44

  売上割戻引当金 410  379

  役員賞与引当金 106  204

  関係会社整理損失引当金 －  566

  設備関係支払手形 27  38

  その他 ※4 1,632 ※4 1,457

  流動負債合計 41,772  42,947

 固定負債  

  長期借入金 ※4 15,968 ※4 11,672

  繰延税金負債 2,486  3,128

  退職給付引当金 5,039  4,584

  役員退職慰労引当金 45  41

  修繕引当金 761  783

  長期預り金 ※4 11,394 ※4 10,363

  負ののれん －  643

  その他 719  646

  固定負債合計 36,414  31,864

 負債合計 78,186  74,812

純資産の部  

 株主資本  

  資本金 14,932  14,932

  資本剰余金 17,263  17,264

  利益剰余金 82,373  88,613

  自己株式 △623  △713

  株主資本合計 113,946  120,097

 評価・換算差額等  

  その他有価証券評価差額金 45  460

  為替換算調整勘定 214  △116

  評価・換算差額等合計 260  343

 少数株主持分 11,605  7,387

 純資産合計 125,812  127,829

負債純資産合計 203,998  202,641
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(2) 連結損益計算書 

  (単位：百万円)

 

前連結会計年度 

(自 平成20年６月１日 

 至 平成21年５月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年６月１日 

 至 平成22年５月31日) 

売上高 134,353  141,032

売上原価 ※1,※3 87,134 ※1,※3 84,974

売上総利益 47,218  56,058

返品調整引当金戻入額 32  41

返品調整引当金繰入額 41  44

差引売上総利益 47,209  56,055

販売費及び一般管理費  

 販売費 19,362  19,683

 一般管理費 18,479  20,376

 販売費及び一般管理費合計 ※2,※3 37,842 ※2,※3 40,060

営業利益 9,367  15,995

営業外収益  

 受取利息 213  148

 受取配当金 342  316

 負ののれん償却額 －  119

 持分法による投資利益 471  97

 保険配当金 181  67

 受取保険金 205  －

 その他 496  744

 営業外収益合計 1,911  1,495

営業外費用  

 支払利息 455  484

 為替差損 2,154  437

 その他 595  516

 営業外費用合計 3,206  1,438

経常利益 8,072  16,052

特別利益  

 固定資産売却益 ※4 622 ※4 849

 関係会社株式売却益 1,679  －

 特別利益合計 2,301  849

特別損失  

 固定資産処分損 ※5 938 ※5 671

 減損損失 － ※6 2,366

 投資有価証券評価損 －  2,148

 関係会社整理損失引当金繰入額 －  614

 関係会社株式評価損 2,028  －

 たな卸資産評価損 ※1 505  －

 特別損失合計 3,471  5,802

税金等調整前当期純利益 6,902  11,099

法人税、住民税及び事業税 4,524  4,033

法人税等調整額 △974  △3,216

法人税等合計 3,550  816

少数株主利益又は少数株主損失（△） △366  412

当期純利益 3,718  9,871
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(3) 連結株主資本等変動計算書 

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度 

(自 平成20年６月１日 
 至 平成21年５月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年６月１日 
 至 平成22年５月31日) 

株主資本  

 資本金  

  前期末残高 14,932  14,932

  当期変動額  

   当期変動額合計 －  －

  当期末残高 14,932  14,932

 資本剰余金  

  前期末残高 17,270  17,263

  当期変動額  

   自己株式の処分 △6  1

   当期変動額合計 △6  1

  当期末残高 17,263  17,264

 利益剰余金  

  前期末残高 82,477  82,373

  在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △190  －

  当期変動額  

   剰余金の配当 △3,632  △3,630

   当期純利益 3,718  9,871

   当期変動額合計 86  6,240

  当期末残高 82,373  88,613

 自己株式  

  前期末残高 △578  △623

  当期変動額  

   自己株式の取得 △87  △96

   自己株式の処分 42  6

   当期変動額合計 △45  △90

  当期末残高 △623  △713

 株主資本合計  

  前期末残高 114,102  113,946

  在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △190  －

  当期変動額  

   剰余金の配当 △3,632  △3,630

   当期純利益 3,718  9,871

   自己株式の取得 △87  △96

   自己株式の処分 35  7

   当期変動額合計 34  6,151

  当期末残高 113,946  120,097

評価・換算差額等  

 その他有価証券評価差額金  

  前期末残高 2,821  45

  当期変動額  

   株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,776  414

   当期変動額合計 △2,776  414

  当期末残高 45  460
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度 

(自 平成20年６月１日 
 至 平成21年５月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年６月１日 
 至 平成22年５月31日) 

 為替換算調整勘定  

  前期末残高 1,592  214

  当期変動額  

   株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,377  △331

   当期変動額合計 △1,377  △331

  当期末残高 214  △116

 評価・換算差額等合計  

  前期末残高 4,413  260

  当期変動額  

   株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4,153  83

   当期変動額合計 △4,153  83

  当期末残高 260  343

少数株主持分  

 前期末残高 12,557  11,605

 当期変動額  

  株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △952  △4,217

  当期変動額合計 △952  △4,217

 当期末残高 11,605  7,387

純資産合計  

 前期末残高 131,074  125,812

 在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △190  －

 当期変動額  

  剰余金の配当 △3,632  △3,630

  当期純利益 3,718  9,871

  自己株式の取得 △87  △96

  自己株式の処分 35  7

  株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,105  △4,134

  当期変動額合計 △5,071  2,017

 当期末残高 125,812  127,829
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(4) 連結キャッシュ・フロー計算書 

  (単位：百万円)

 

前連結会計年度 

(自 平成20年６月１日 

 至 平成21年５月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年６月１日 

 至 平成22年５月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

 税金等調整前当期純利益 6,902  11,099

 減価償却費 10,742  10,028

 減損損失 －  2,366

 引当金の増減額（△は減少） 403  216

 受取利息及び受取配当金 △555  △465

 支払利息 455  484

 為替差損益（△は益） 1,958  308

 持分法による投資損益（△は益） △471  △97

 有形固定資産売却損益（△は益） △622  △849

 有形固定資産処分損益（△は益） 938  671

 投資有価証券売却損益（△は益） △2  △3

 投資有価証券評価損益（△は益） －  2,148

 関係会社株式売却損益（△は益） △1,679  △0

 関係会社株式評価損 2,028  －

 売上債権の増減額（△は増加） 4,202  △3,220

 たな卸資産の増減額（△は増加） 608  △1,722

 前払費用の増減額（△は増加） 223  △229

 未収入金の増減額（△は増加） 613  292

 仕入債務の増減額（△は減少） △5,552  2,364

 未払金の増減額（△は減少） 300  134

 未払費用の増減額（△は減少） △663  680

 その他 1,088  718

 小計 20,918  24,928

 利息及び配当金の受取額 885  578

 利息の支払額 △482  △512

 法人税等の支払額 △3,284  △5,041

 法人税等の還付額 －  332

 営業活動によるキャッシュ・フロー 18,037  20,284
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  (単位：百万円)

 

前連結会計年度 

(自 平成20年６月１日 

 至 平成21年５月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年６月１日 

 至 平成22年５月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー  

 定期預金の預入による支出 △50  △121

 定期預金の払戻による収入 387  97

 有形固定資産の取得による支出 △9,611  △6,786

 有形固定資産の売却による収入 697  976

 無形固定資産の取得による支出 △400  △97

 有価証券の取得による支出 △199  △1,499

 有価証券の売却による収入 199  －

 有価証券の償還による収入 －  1,499

 投資有価証券の取得による支出 △1,285  △47

 投資有価証券の売却による収入 525  55

 関係会社株式の売却による収入 837  800

 長期貸付けによる支出 △30  △95

 長期前払費用の取得による支出 △425  △80

 固定資産撤去に伴う支出 △347  △214

 子会社株式の取得による支出 ※2 －  △256

 短期貸付金の増減額（△は増加） △80  △115

 その他 335  67

 投資活動によるキャッシュ・フロー △9,448  △5,817

財務活動によるキャッシュ・フロー  

 短期借入金の純増減額（△は減少） 5,281  △1,350

 長期借入れによる収入 9,236  1,500

 長期借入金の返済による支出 △4,914  △5,325

 建設協力金の返済による支出 △959  △985

 子会社の自己株式の取得による支出 －  △3,463

 配当金の支払額 △3,629  △3,616

 少数株主への配当金の支払額 △349  △219

 その他 △106  △129

 財務活動によるキャッシュ・フロー 4,558  △13,590

現金及び現金同等物に係る換算差額 △510  △124

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 12,636  751

現金及び現金同等物の期首残高 21,662  35,061

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少） 

762  －

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 35,061 ※1 35,813
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(5)継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

(6)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

項目 

前連結会計年度 

(自 平成20年６月１日 

至 平成21年５月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年６月１日 

至 平成22年５月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数  22社 

  厚和産業㈱ 

  ㈱ニッカファインテクノ 

  ㈱日本化薬東京 

  ㈱日本化薬福山 

  日本化薬フードテクノ㈱ 

  ㈱ポラテクノ 

  和光都市開発㈱ 

  インデット セイフティ システム

ズ a.s. 

  招遠先進化工有限公司 

  無錫先進化薬化工有限公司 

  ライフスパーク,Inc. 

  化薬化工（無錫）有限公司 

  無錫宝来光学科技有限公司 

  モクステック,Inc. 

  ポラテクノ(香港) Co.,Ltd. 

  Ｅ－マテリアルズ Co.,Ltd. 

  ニッポンカヤクCZ,s.r.o. 

  台湾日化股份有限公司 

  ユーロニッポンカヤク GmbH 

  マイクロケム CORP. 

  化薬（湖州）安全器材有限公司 

  カヤク・セイフティシステムズ・

デ・メキシコ,S.A.de C.V. 

 化薬（湖州）安全器材有限公司及び

カヤク・セイフティシステムズ・デ・

メキシコ,S.A.de C.V.は重要性が増加

したため、当連結会計年度より連結子

会社に含めております。 

(1) 連結子会社の数  23社 

  厚和産業㈱ 

  ㈱ニッカファインテクノ 

  ㈱日本化薬東京 

  ㈱日本化薬福山 

  日本化薬フードテクノ㈱ 

  ㈱ポラテクノ 

  和光都市開発㈱ 

  インデット セイフティ システム

ズ a.s. 

  招遠先進化工有限公司 

  無錫先進化薬化工有限公司 

  ライフスパーク,Inc. 

  化薬化工（無錫）有限公司 

  無錫宝来光学科技有限公司 

  モクステック,Inc. 

  ポラテクノ(香港) Co.,Ltd. 

  Ｅ－マテリアルズ Co.,Ltd. 

  ニッポンカヤクCZ,s.r.o. 

  台湾日化股份有限公司 

  ユーロニッポンカヤク GmbH 

  マイクロケム CORP. 

  化薬（湖州）安全器材有限公司 

  カヤク・セイフティシステムズ・

デ・メキシコ,S.A.de C.V. 

  上海化耀国際貿易有限公司 

 当連結会計年度より新規設立した上

海化耀国際貿易有限公司を連結対象と

しております。 

 (2) 主要な非連結子会社の名称 

  ㈱日本人材開発医科学研究所 

(2) 主要な非連結子会社の名称 

  同左 

 (3) 非連結会社について連結の範囲か

ら除いた理由 

  非連結子会社15社の総資産、売上

高、当期純利益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に見合う額)

等は、いずれも少額であり、全体

として連結財務諸表に重要な影響

を及ぼさないため、連結の範囲か

ら除外しております。 

(3) 非連結会社について連結の範囲か

ら除いた理由 

  非連結子会社13社の総資産、売上

高、当期純利益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に見合う額)

等は、いずれも少額であり、全体

として連結財務諸表に重要な影響

を及ぼさないため、連結の範囲か

ら除外しております。 
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項目 

前連結会計年度 

(自 平成20年６月１日 

至 平成21年５月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年６月１日 

至 平成22年５月31日) 

２ 持分法の適用に関する事

項 

関連会社である化薬アクゾ㈱他２社に

対する投資について持分法を適用して

おります。 

関連会社である化薬アクゾ㈱他２社に

対する投資について持分法を適用して

おります。 

 非連結子会社の㈱ニコス他14社及び関

連会社の新和産業㈱他８社について

は、その当期純利益及び利益剰余金等

のうち当社持分に見合う額は、いずれ

も少額であり、全体として連結財務諸

表に重要な影響を及ぼさないため、持

分法適用の範囲から除外しておりま

す。 

非連結子会社の㈱ニコス他12社及び関

連会社の新和産業㈱他７社について

は、その当期純利益及び利益剰余金等

のうち当社持分に見合う額は、いずれ

も少額であり、全体として連結財務諸

表に重要な影響を及ぼさないため、持

分法適用の範囲から除外しておりま

す。 

３ 連結子会社の事業年度に

関する事項 

連結子会社である和光都市開発㈱、㈱

ポラテクノ、インデット セイフティ 

システムズ a.s.、ライフスパー

ク,Inc. 、Ｅ－マテリアルズCo.,Ltd.

及びニッポンカヤクCZ,s.r.o.は、決算

日が３月31日であります。 

台湾日化股份有限公司及びユーロニッ

ポンカヤク GmbHは、決算日が２月28

日であります。 

また、招遠先進化工有限公司、無錫先

進化薬化工有限公司、化薬化工（無錫）

有限公司、無錫宝来光学科技有限公司、

モクステック,Inc.、ポラテクノ(香港) 

Co.,Ltd.、マイクロケム CORP.、化薬

（湖州）安全器材有限公司及びカヤ

ク・セイフティシステムズ・デ・メキ

シコ,S.A.de C.V.の決算日は12月31日

であるため３月31日に仮決算を行って

おります。 

ただし、連結決算日までの間に生じた

重要な取引については、連結上必要な

調整を行っております。なお、その他

の子会社の決算日は、連結会計年度と

同一であります。 

連結子会社である和光都市開発㈱、㈱

ポラテクノ、インデット セイフティ 

システムズ a.s.、ライフスパー

ク,Inc. 、Ｅ－マテリアルズCo.,Ltd.

及びニッポンカヤクCZ,s.r.o.は、決算

日が３月31日であります。 

台湾日化股份有限公司及びユーロニッ

ポンカヤク GmbHは、決算日が２月28

日であります。 

また、招遠先進化工有限公司、無錫先

進化薬化工有限公司、化薬化工（無錫）

有限公司、無錫宝来光学科技有限公司、

モクステック,Inc.、ポラテクノ(香港) 

Co.,Ltd.、マイクロケム CORP.、化薬

（湖州）安全器材有限公司、カヤク・

セイフティシステムズ・デ・メキシ

コ,S.A.de C.V.及び上海化耀国際貿易

有限公司の決算日は12月31日であるた

め３月31日に仮決算を行っておりま

す。 

ただし、連結決算日までの間に生じた

重要な取引については、連結上必要な

調整を行っております。なお、その他

の子会社の決算日は、連結会計年度と

同一であります。 
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項目 

前連結会計年度 

(自 平成20年６月１日 

至 平成21年５月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年６月１日 

至 平成22年５月31日) 

４ 会計処理基準に関する事

項 

 

 

 

 

 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

①有価証券 
 満期保有目的の債券 
  償却原価法（定額法） 
 その他有価証券 
  時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）。 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法。 

①有価証券 
―――――― 

 
 その他有価証券 
  時価のあるもの 

   同左  

   

 

 

  時価のないもの 

同左 

 ②デリバティブ 

 時価法 
②デリバティブ 

   同左 

 ③たな卸資産 

 主として総平均法による原価法（収

益性の低下による簿価切下げの方法）。

③たな卸資産 

   同左 

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く）
 主として定率法。ただし建物(建物附

属設備を除く)は平成10年４月１日
以降取得分より、定額法を採用して
おります。 

 なお、主な耐用年数は以下の通りで
あります。 

  建物及び構築物   ７～75年 

  機械装置及び運搬具 ２～10年 

①有形固定資産（リース資産を除く）

   同左 

 ②無形固定資産（リース資産を除く）
 定額法 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を採用してお

ります。 

②無形固定資産（リース資産を除く）

   同左 

 ③リース資産 
 所有権移転外ファイナンス・リース
取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零として算定する定額法を採用し

ております。 

 なお、リース取引会計基準の改正

適用初年度開始前の所有権移転外フ

ァイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。 

③リース資産 
 所有権移転外ファイナンス・リース
取引に係るリース資産 

   同左 
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項目 

前連結会計年度 

(自 平成20年６月１日 

至 平成21年５月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年６月１日 

至 平成22年５月31日) 

 (3) 重要な引当金の計上基

準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

①貸倒引当金 

   同左 

 

 ②返品調整引当金 

親会社は、医薬品の買戻しによる損

失に備えるため、医薬品の返品率及

び売買利益率に基づき算定した返品

による損失見込額(法人税法に基づ

く限度額)を計上しております。 

②返品調整引当金 

   同左 

 

 ③売上割戻引当金 

親会社は、医薬品の販売について、

将来発生することが見込まれる売上

割戻額の発生に備えるため、期末売

掛金残高に割戻見込率を乗じた金額

を計上しております。 

③売上割戻引当金 

   同左 

 ④役員賞与引当金  

親会社及び一部連結子会社は、役員

に対する賞与の支出に備えるため、

支給見込額を計上しております。 

④役員賞与引当金  

   同左 

 ⑤  ―――――― ⑤関係会社整理損失引当金 

関係会社の事業整理に伴い、将来負

担することとなる損失に備えるた

め、当該損失見積額を計上しており

ます。 
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項目 

前連結会計年度 

(自 平成20年６月１日 

至 平成21年５月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年６月１日 

至 平成22年５月31日) 

 ⑥退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定額法により

翌連結会計年度から費用処理するこ

ととしております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法により費用

処理することとしております。 

⑥退職給付引当金 

   同左 

 ―――――― （会計方針の変更） 

退職給付に係る会計基準の一部改正

（その３）の適用 

当連結会計年度より、「退職給付に係

る会計基準」の一部改正（その３）

（企業会計基準第19号 平成20年７

月31日）を適用しております。 

数理計算上の差異を翌連結会計年度

から償却するため、これによる営業

利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益に与える影響はありませ

ん。 

また、本会計基準の適用に伴い発生

する退職給付債務の差額の未処理残

高は軽微であります。 

 ⑦役員退職慰労引当金 

一部連結子会社は、役員の退職によ

る役員退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づき、期末要支給額の

100％を計上しております。 

⑦役員退職慰労引当金 

   同左 

 ⑧修繕引当金 

親会社及び一部連結子会社は、長期

賃貸契約を締結している施設の将来

定期的に発生する修繕費支出に備え

るため、当連結会計年度に負担すべ

き金額を計上しております。 

⑧修繕引当金 

   同左 
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項目 

前連結会計年度 

(自 平成20年６月１日 

至 平成21年５月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年６月１日 

至 平成22年５月31日) 

 (4) 重要なヘッジ会計の方

法 

①ヘッジ会計の方法 

為替予約が付されている外貨建金銭債

権債務について振当処理を適用してお

ります。 

①ヘッジ会計の方法 

   同左 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 

為替予約取引 

 ヘッジ対象 

  外貨建金銭債権債務 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

   同左 

 ③ヘッジ方針 

為替リスクのあるものについて為替予

約により為替リスクをヘッジしており

ます。また、デリバティブ取引の限度

額を実需の範囲とする方針であり、投

機目的によるデリバティブ取引は行わ

ないこととしております。 

③ヘッジ方針 

   同左 

 ④ヘッジの有効性評価の方法 

為替予約取引は、振当処理によってい

るため、ヘッジ有効性の評価は省略し

ております。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

   同左 

 (5) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理方法 

   同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用してお

ります。 

   同左 

６ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

のれんは、その効果が発現すると見積

られる期間（５年～10年）で均等償却

することとしております。 

   同左 

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。

   同左 
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(7)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

前連結会計年度 

(自 平成20年６月１日 

至 平成21年５月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年６月１日 

至 平成22年５月31日) 

(棚卸資産の評価に関する会計基準の適用) 

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基

準第９号 平成18年７月５日公表分)を当連結会計

年度から適用し、評価基準については、原価法から

原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)に変

更しております。 

この結果、従来の方法によった場合に比べて、売

上総利益、営業利益及び経常利益が142百万円、税金

等調整前当期純利益が647百万円それぞれ減少して

おります。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所

に記載しております。 

  ─────────────────── 

(連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関

する当面の取扱いの適用) 

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処

理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第18号 平

成18年５月17日)を当連結会計年度から適用し、連結

決算上必要な修正を行っております。 

この結果、従来の方法によった場合に比べて、期

首の利益剰余金が190百万円、営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益が146百万円それぞれ減

少しております。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所

に記載しております。 

 

(リース取引に関する会計基準の適用) 

所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっておりましたが、当連結会計年度より、「リ

ース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号

(平成５年６月17日(企業会計審議会第一部会)、平成

19年３月30日改正))及び「リース取引に関する会計

基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第16号(平

成６年１月18日(日本公認会計士協会 会計制度委

員会)、平成19年３月30日改正))を適用し、通常の売

買取引に係る会計処理によっております。なお、リ

ース取引開始日がリース会計基準適用初年度開始前

の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理を採用しております。 

当該変更に伴う損益に与える影響はありません。
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(表示方法の変更) 

 

前連結会計年度 

(自 平成20年６月１日 

至 平成21年５月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年６月１日 

至 平成22年５月31日) 

(連結貸借対照表) 

 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府

令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度に

おいて、「たな卸資産」として掲記されていたものは、当

連結会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及

び貯蔵品」に区分掲記しております。なお、前連結会計

年度の「たな卸資産」に含まれる「商品及び製品」「仕掛

品」「原材料及び貯蔵品」は、それぞれ15,814百万円、2,173

百万円、6,515百万円であります。 

(連結損益計算書) 

 前連結会計年度まで営業外収益「その他」に含めて表

示していた「受取保険金」（前連結会計年度は87百万円）

については、営業外収益の総額の100分の10超となったた

め、当連結会計年度より区分掲記しております。 

 前連結会計年度まで区分掲記していた営業外費用「遊

休不動産関係費用」（当連結会計年度は73百万円）は、営

業外費用総額の100分の10以下となったため営業外費用

「その他」に含めて表示しております。 

(連結キャッシュ・フロー計算書) 

 前連結会計年度まで営業活動によるキャッシュ・フロ

ー「その他」に含めて表示していた「為替差損益」(前連

結会計年度は1,024百万円)については、金額的重要性に

より、当連結会計年度より区分掲記しております。 

(連結損益計算書) 

 前連結会計年度まで区分掲記していた営業外収益「受

取保険金」（当連結会計年度は71百万円）は、営業外収益

総額の100分の10以下となったため営業外収益「その他」

に含めて表示しております。 

 

 
 
追加情報 

 

前連結会計年度 

(自 平成20年６月１日 

至 平成21年５月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年６月１日 

至 平成22年５月31日) 

(有形固定資産の耐用年数変更について） 

親会社及び国内連結子会社は、平成20年度の法人税法改

正を契機として当連結会計年度より機械装置の耐用年数

を見直し、改正後の法人税法に基づく耐用年数に変更し

ております。これにより、当連結会計年度の営業利益、

経常利益、税金等調整前当期純利益がいずれも331百万円

増加しております。なおセグメント情報に与える影響に

ついては、当該箇所に記載しております。 

  ─────────────────── 
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(8)連結財務諸表に関する注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

 

前連結会計年度 

(平成21年５月31日) 

当連結会計年度 

(平成22年５月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 123,612百万円

  

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 131,782百万円

   （減損損失累計額を含めております） 

※２ 非連結子会社及び関連会社に対する資産 

投資有価証券（株式） 4,417百万円

（うち共同支配企業に対
する投資金額） 

1,587百万円

投資有価証券（出資金） 28百万円
 

※２ 非連結子会社及び関連会社に対する資産 

投資有価証券（株式） 4,437百万円

（うち共同支配企業に対
する投資金額） 

1,649百万円

投資有価証券（出資金） 28百万円
 

 ３ 偶発債務  ３ 偶発債務 

 （1）保証債務 

下記の従業員の金融機関からの借入れに対し債務
保証を行っております。 

(百万円)

従業員（住宅融資） 1,892

計 1,892

  

 （1）保証債務 

下記の従業員の金融機関からの借入れに対し債務
保証を行っております。 

(百万円)

従業員（住宅融資） 1,795

計 1,795

  

（2） 受取手形割引高 228百万円

  

（2） 受取手形割引高 125百万円

  

※４ 担保に供している資産 

(百万円)

  

左記のうち
工場財団担
保に供して
いる資産 

建物及び構築物 7,212 118 

機械装置及び運搬具 48 48 

土地 84 84 

投資有価証券 70 － 

計 7,417 251 
 

※４ 担保に供している資産 

(百万円)

  

左記のうち
工場財団担
保に供して
いる資産 

建物及び構築物 6,848 108 

機械装置及び運搬具 32 32 

土地 84 84 

投資有価証券 71 － 

計 7,037 226 
 

  上記資産は下記債務の担保に供しております。 

(百万円)

支払手形及び買掛金 122

長期借入金 1,235

長期預り金 9,693

計 11,050

(長期借入金及び長期預り金にはそれぞれ１年以内返
済分190百万円、985百万円が含まれております) 

  上記資産は下記債務の担保に供しております。 

(百万円)

支払手形及び買掛金 106

長期借入金 1,045

長期預り金 8,707

計 9,858

(長期借入金及び長期預り金にはそれぞれ１年以内返
済分190百万円、985百万円が含まれております) 

５ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行７行と貸出コミットメント契約を締

結しております。 

 当連結会計年度末における貸出コミットメント

に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

(百万円)

貸出コミットメントの総額 10,000 

借入実行残高 － 

差引額 10,000 
 

５ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行７行と貸出コミットメント契約を締

結しております。 

 当連結会計年度末における貸出コミットメント

に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

(百万円)

貸出コミットメントの総額 10,000 

借入実行残高 － 

差引額 10,000 
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前連結会計年度 

(平成21年５月31日) 

当連結会計年度 

(平成22年５月31日) 

※６ 当連結会計年度末日満期手形 

当連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当連結会計年度末日は金融機関の休日であったため、

次の当連結会計年度末日満期手形が当連結会計年度

末残高に含まれております。 

 

受取手形 104百万円 

支払手形 268百万円 
 

   ─────────────────── 

 

 

 

 

 

 

  

  
    

 

(連結損益計算書関係) 

 

前連結会計年度 

(自 平成20年６月１日 

至 平成21年５月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年６月１日 

至 平成22年５月31日) 

※１ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の
低下による簿価切下額 

売上原価 142百万円 

特別損失 505百万円 
 

※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後
の金額であり、次の棚卸資産評価損が売上原価に
含まれています。なお、以下の金額は戻入額と相
殺した後のものです。 

売上原価 △349百万円 
 

※２ 販売費の主な内容 

給料及び雑給 5,615百万円

賞与手当 2,017百万円

退職給付費用 492百万円

減価償却費 885百万円
 

※２ 販売費の主な内容 

給料及び雑給 5,537百万円

賞与手当 2,437百万円

退職給付費用 676百万円

減価償却費 851百万円
 

  一般管理費の主な内容 

給料及び雑給 2,625百万円

賞与手当 700百万円

退職給付費用 190百万円

減価償却費 674百万円

研究開発費 9,845百万円
 

   一般管理費の主な内容 

給料及び雑給 2,683百万円

賞与手当 998百万円

退職給付費用 246百万円

減価償却費 469百万円

研究開発費 11,662百万円
 

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれている研
究開発費の総額は10,478百万円であります。 

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれている研
究開発費の総額は12,276百万円であります。 

※４ 固定資産売却益は、土地601百万円、機械装置20
百万円であります。 

※４ 固定資産売却益は、土地841百万円、機械装置8百
万円であります。 

※５ 固定資産処分損は設備更新による機械装置及び
運搬具413百万円、建物及び構築物224百万円、工
具器具備品59百万円等の除却損等とそれらの撤
去費用240百万円であります。 

※５ 固定資産処分損は設備更新による機械装置及び
運搬具198百万円、建物及び構築物39百万円、工
具器具備品21百万円等の除却損等とそれらの撤
去費用388百万円であります。 
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前連結会計年度 

(自 平成20年６月１日 

至 平成21年５月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年６月１日 

至 平成22年５月31日) 

   ─────────────────── ※６ 当連結会計年度において、以下の資産について減
損損失を計上しております。 

  

場所 用途 種類 
減損損失 

（百万円） 

米国 製造設備他 
機械装置及
び運搬具等 

2,325 

米国 製造資産 
無形固定資
産その他 

41 

（グルーピングの方法） 

 当社グループは、事業用資産については、管理会計上
の区分を基礎としてグルーピングを行っております。た
だし、賃貸資産及び遊休資産については、個別の資産単
位毎に把握しております。 

（経緯） 

 当社は連結子会社であるライフスパーク,Inc.の解散
を決議したことにより、上記資産グループの帳簿価額を
回収可能額まで減額し、当該減少額を減損損失として特
別損失に計上しております。 

 

（回収可能価額の算定方法） 

 回収可能価額は正味売却価額により測定しており、第
三者による合理的に算定された市場価格等に基づき算
定しております。また、売却や他の用途に転用が困難な
資産については零としております。 
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(連結株主資本等変動計算書関係) 

前連結会計年度(自 平成20年６月１日 至 平成21年５月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 
前連結会計年度末 

（株） 
増加 
（株） 

減少 
（株） 

当連結会計年度末 
（株） 

 普通株式 182,503,570 － － 182,503,570
 
 

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 
前連結会計年度末 

（株） 
増加 
（株） 

減少 
（株） 

当連結会計年度末 
（株） 

 普通株式 881,081 152,530 64,946 968,665
 

（変動事由の概要） 

増加は単元未満株式の買取によるものであり、減少は単元未満株式の売渡によるものであります。 

 

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成20年８月28日 
定時株主総会 

普通株式 1,816 10.00 平成20年５月31日 平成20年８月29日

平成20年12月25日 
取締役会 

普通株式 1,815 10.00 平成20年11月30日 平成21年２月２日

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(百万円) 

１株当たり

配当額 

(円) 

基準日 効力発生日 

平成21年８月28日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 1,815 10.00 平成21年５月31日 平成21年８月31日
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当連結会計年度(自 平成 21 年６月１日 至 平成 22 年５月 31 日） 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 
前連結会計年度末 

(株) 

増加 

(株) 

減少 

(株) 

当連結会計年度末 

(株) 

 普通株式 182,503,570 － － 182,503,570

 

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 
前連結会計年度末 

(株) 
増加 
(株) 

減少 
(株) 

当連結会計年度末 
(株) 

 普通株式 968,665 124,830 10,204 1,083,291
 

（変動事由の概要） 

増加は単元未満株式の買取によるものであり、減少は単元未満株式の売渡によるものであります。 

 
 

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成21年８月28日 
定時株主総会 

普通株式 1,815 10.00 平成21年５月31日 平成21年８月31日

平成21年12月24日 
取締役会 

普通株式 1,814 10.00 平成21年11月30日 平成22年２月１日

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成22年８月27日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 1,814 10.00 平成22年５月31日 平成22年８月30日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

前連結会計年度 

(自 平成20年６月１日 

至 平成21年５月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年６月１日 

至 平成22年５月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照
表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年５月31日）

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照
表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年５月31日）
(百万円)

現金及び預金勘定 16,529

預入期間が３ヶ月を超える定期預
金 

△94

有価証券(僅少なリスクしか負わ
ない償還期限が取得日から３ヶ月
以内の短期投資) 

18,626

現金及び現金同等物 35,061

  

(百万円)

現金及び預金勘定 17,427

預入期間が３ヶ月を超える定期預
金 

△126

有価証券(僅少なリスクしか負わ
ない償還期限が取得日から３ヶ月
以内の短期投資) 

18,512

現金及び現金同等物 35,813
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（セグメント情報） 

ａ 事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度 

(自 平成20年６月１日  

 至 平成21年５月31日) 
 

機能化学品
事 業 

(百万円) 

医 薬
事 業

(百万円)

セイフティ
システムズ
事 業 

(百万円)

その他
事 業

(百万円)

計 
(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益   

  売上高   

 (1)外部顧客に対する売上高 62,679 45,770 15,195 10,708 134,353 － 134,353

 (2)セグメント間の内部売上高
又は振替高 

64 28 － 24 117 (117) －

計 62,744 45,798 15,195 10,732 134,470 (117) 134,353

  営業費用 58,334 36,443 16,859 8,587 120,225 4,760 124,985

  営業利益又は営業損失（△） 4,409 9,355 △1,664 2,145 14,245 (4,877) 9,367

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的
支出 

  

  資産 69,925 43,770 25,399 22,811 161,907 42,091 203,998

  減価償却費 4,218 2,558 2,630 904 10,312 430 10,742

  資本的支出 3,774 1,978 3,723 257 9,734 374 10,108

 

 当連結会計年度 

(自 平成21年６月１日 

 至 平成22年５月31日) 
 

機能化学品
事 業 

(百万円)

医 薬
事 業

(百万円)

セイフティ
システムズ
事 業 

(百万円)

その他
事 業

(百万円)

計 
(百万円) 

消去又は 

全社 
(百万円) 

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益   

  売上高   

 (1)外部顧客に対する売上高 64,299 49,692 17,665 9,375 141,032 － 141,032

 (2)セグメント間の内部売上高
又は振替高 

54 18 － 27 100 (100) －

計 64,354 49,710 17,665 9,402 141,133 (100) 141,032

  営業費用 56,005 39,620 17,277 7,116 120,019 5,018 125,037

  営業利益 8,348 10,090 387 2,286 21,113 (5,118) 15,995

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失
及び資本的支出 

  

  資産 70,484 43,823 23,324 21,766 159,400 43,241 202,641

  減価償却費 3,902 2,425 2,439 841 9,609 419 10,028

  減損損失 － － 2,366 － 2,366 － 2,366

  資本的支出 2,693 2,333 1,510 326 6,863 169 7,033

(注) １ 事業区分は、売上集計区分によっております。 
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２ 事業区分に属する主要な製品 

事業区分 売上区分 主要製品 

機能化学品事業 機能性材料 エポキシ樹脂、エポキシ樹脂用硬化剤、合成樹脂用難燃剤、紫外線

硬化型樹脂、ポリイミド・ポリアミド樹脂、高機能化学品 

 電子情報材料 液晶ディスプレイ用部材、液晶プロジェクタ用部材、Ｘ線分析装置

部材、機能性フィルム、光ディスク用樹脂、液晶ディスプレイ用シ

ール材、MEMS用レジスト、機能性色素、インクジェットプリンター

用色素、感熱顕色剤 

 触媒 アクリル酸製造用触媒、メタクリル酸製造用触媒、プラントライセ

ンスビジネス 

 色材 分散染料、カチオン染料、酸性染料、反応染料、直接染料、硫化染

料、蛍光染料、繊維・紙用機能性薬剤、非繊維用特殊色材 

医薬事業 医薬品 抗悪性腫瘍剤、神経系用薬、循環器官用薬、消化器官用薬、ビタミ

ン剤及びその他代謝性医薬品、放射性医薬品、化学療法剤、消炎鎮

痛パップ剤、体外診断用医薬品、医療機器、医薬原薬・中間体、食

品・食品添加物、食品品質保持剤 

セイフティシステ

ムズ事業 

セイフティシステムズ エアバッグ用インフレータ、シートベルトプリテンショナー用マイ

クロガスジェネレータ、スクイブ 

その他事業 その他 
殺虫剤、除草剤、殺菌剤、殺ダニ剤、防疫用殺虫剤、土壌殺菌剤、

動物忌避剤、生物農薬、不動産事業 

３ 「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は以下のとおりであります。 

 前連結会計年度

（百万円） 

当連結会計年度

（百万円） 
主な内容 

消去又は全社の項目に含めた

配賦不能営業費用の金額 
4,925 5,140 親会社本社の管理部門に係わる費用 

消去又は全社の項目に含めた

全社資産の金額 
42,571 43,389 

親会社での余資運用資金(現金及び有価証

券)及び長期投資資金(投資有価証券等) 

４ 減価償却費及び資本的支出には、各々長期前払費用にかかる金額が含まれておりません。 

ｂ 所在地別セグメント情報 

前連結会計年度 

(自 平成20年６月１日 

 至 平成21年５月31日) 
 

日本 

(百万円)

その他の地域

(百万円) 

計 

(百万円)

消去 

又は全社 

(百万円) 

連結 

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益  

  売上高  

 (1)外部顧客に対する売上高 116,882 17,471 134,353 － 134,353

 (2)セグメント間の内部売上高又は振替高 5,231 6,065 11,296 (11,296) －

計 122,113 23,536 145,650 (11,296) 134,353

  営業費用 108,287 23,276 131,564 (6,578) 124,985

  営業利益 13,825 260 14,086 (4,718) 9,367

Ⅱ 資産 147,231 30,453 177,685 26,313 203,998
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当連結会計年度 

(自 平成21年６月１日 

 至 平成22年５月31日) 
 

日本 

(百万円)

その他の地域

(百万円) 

計 

(百万円)

消去 

又は全社 

(百万円) 

連結 

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益  

  売上高  

 (1)外部顧客に対する売上高 122,468 18,564 141,032 － 141,032

 (2)セグメント間の内部売上高又は振替高 5,492 5,595 11,088 (11,088) －

計 127,961 24,160 152,121 (11,088) 141,032

  営業費用 107,727 23,257 130,984 (5,947) 125,037

  営業利益 20,233 903 21,136 (5,141) 15,995

Ⅱ 資産 146,578 29,664 176,242 26,399 202,641

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 日本以外の区分に属する主な国又は地域 

 その他の地域……アメリカ、中国、チェコ 

３ 「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は、「事業の種類別セグメント情報」の「注３」と同一であ

ります。 

 

ｃ 海外売上高 

前連結会計年度 

(自 平成20年６月１日  

 至 平成21年５月31日)  

アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 26,771 18,307 45,078

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － 134,353

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上
高の割合（％） 

19.9 13.6 33.6

 

当連結会計年度 

(自 平成21年６月１日  

 至 平成22年５月31日)  

アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 28,306 17,483 45,790

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － 141,032

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上
高の割合（％） 

20.1 12.4 32.5

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

 (1)  アジア……………中国、香港、台湾 

 (2)  その他の地域……アメリカ、ドイツ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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（開示の省略） 

  リース取引、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、ストック・オプション等、税効果

会計、賃貸等不動産、関連当事者との取引等に関する注記事項については、決算短信における開示の必

要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

 

（１株当たり情報） 

 

前連結会計年度 

(自 平成20年６月１日 

至 平成21年５月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年６月１日 

至 平成22年５月31日) 

 １株当たり純資産額 629.12円

 １株当たり当期純利益金額 20.48円

 潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額 

20.45円

 １株当たり純資産額 663.88円

 １株当たり当期純利益金額 54.39円

 潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額 

54.39円

(注) １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後の１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

 

前連結会計年度 

(自 平成20年６月１日 

至 平成21年５月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年６月１日 

至 平成22年５月31日) 

１株当たり当期純利益金額 

 当期純利益（百万円） 3,718 9,871

 普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

 普通株式に係る当期純利益金額（百万円） 3,718 9,871

 普通株式の期中平均株式数（千株） 181,569 181,479

 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

 当期純利益調整額（百万円） (注) △5 △1

 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式の概要 

連結子会社の新株予約権 

４種類(新株予約権の数 

69,500個） 

連結子会社の新株予約権 

６種類(新株予約権の数 

170,800個） 

(注）連結子会社の発行する潜在株式に係る権利の行使を仮定した場合の当期純利益の減少額であります。 

 

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 
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５．個別財務諸表 

(1) 貸借対照表 

  (単位：百万円)

 
前事業年度 

(平成21年５月31日) 

当事業年度 

(平成22年５月31日) 

資産の部  

 流動資産  

  現金及び預金 6,490  6,537

  受取手形 259  325

  売掛金 37,271  38,511

  有価証券 17,478  17,494

  商品及び製品 12,134  12,547

  仕掛品 250  205

  原材料及び貯蔵品 3,033  3,153

  前払費用 329  480

  繰延税金資産 1,752  5,126

  未収入金 1,641  3,634

  短期貸付金 597  1,122

  その他 532  588

  貸倒引当金 △0  △0

  流動資産合計 81,770  89,726

 固定資産  

  有形固定資産  

   建物 50,311  50,817

    減価償却累計額 △29,008  △30,249

    建物（純額） 21,302  20,568

   構築物 10,393  10,369

    減価償却累計額 △7,680  △7,890

    構築物（純額） 2,712  2,478

   機械及び装置 66,966  66,744

    減価償却累計額 △55,582  △57,248

    機械及び装置（純額） 11,384  9,496

   車両運搬具 482  450

    減価償却累計額 △442  △419

    車両運搬具（純額） 40  30

   工具、器具及び備品 14,139  14,374

    減価償却累計額 △12,206  △12,946

    工具、器具及び備品（純額） 1,932  1,428

   土地 4,807  4,765

   リース資産 171  289

    減価償却累計額 △17  △61

    リース資産（純額） 153  227

   建設仮勘定 1,151  2,687

   有形固定資産合計 43,484  41,683

  無形固定資産  

   特許権 2  1

   借地権 306  293

   商標権 627  493

   ソフトウエア 483  401

   その他 71  69

   無形固定資産合計 1,492  1,259
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  (単位：百万円)

 
前事業年度 

(平成21年５月31日) 

当事業年度 

(平成22年５月31日) 

  投資その他の資産  

   投資有価証券 10,498  9,031

   関係会社株式 15,594  12,047

   出資金 15  15

   関係会社出資金 3,121  3,488

   関係会社長期貸付金 15,654  4,157

   長期前払費用 1,292  807

   差入保証金 772  761

   その他 1,075  299

   貸倒引当金 △5,386  △58

   投資損失引当金 △3,631  －

   投資その他の資産合計 39,007  30,550

  固定資産合計 83,984  73,493

 資産合計 165,755  163,219

負債の部  

 流動負債  

  支払手形 623  529

  買掛金 7,702  8,304

  短期借入金 5,788  4,382

  １年内返済予定の長期借入金 5,055  5,691

  リース債務 32  49

  未払金 6,217  6,066

  未払費用 3,164  3,692

  未払法人税等 2,901  1,642

  前受金 115  120

  預り金 943  882

  返品調整引当金 41  44

  売上割戻引当金 410  379

  役員賞与引当金 104  183

  その他 3  7

  流動負債合計 33,105  31,975

 固定負債  

  長期借入金 15,785  10,094

  リース債務 120  177

  繰延税金負債 1,612  1,374

  退職給付引当金 4,265  3,764

  修繕引当金 270  309

  長期預り金 10,319  9,510

  その他 557  425

  固定負債合計 32,930  25,656

 負債合計 66,035  57,632
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  (単位：百万円)

 
前事業年度 

(平成21年５月31日) 

当事業年度 

(平成22年５月31日) 

純資産の部  

 株主資本  

  資本金 14,932  14,932

  資本剰余金  

   資本準備金 17,257  17,257

   その他資本剰余金 5  7

   資本剰余金合計 17,263  17,264

  利益剰余金  

   利益準備金 3,733  3,733

   その他利益剰余金  

    特別償却積立金 20  1

    固定資産圧縮積立金 5,078  4,761

    固定資産圧縮特別勘定積立金 252  150

    特定災害防止準備金 5  7

    別途積立金 54,430  54,430

    繰越利益剰余金 4,568  10,552

   利益剰余金合計 68,088  73,636

  自己株式 △620  △710

  株主資本合計 99,664  105,122

 評価・換算差額等  

  その他有価証券評価差額金 55  464

  評価・換算差額等合計 55  464

 純資産合計 99,720  105,587

負債純資産合計 165,755  163,219
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(2) 損益計算書 

  (単位：百万円)

 

前事業年度 

(自 平成20年６月１日 

 至 平成21年５月31日) 

当事業年度 

(自 平成21年６月１日 

 至 平成22年５月31日) 

売上高 97,290  103,086

売上原価 59,397  58,047

売上総利益 37,892  45,038

返品調整引当金戻入額 32  41

返品調整引当金繰入額 41  44

差引売上総利益 37,883  45,035

販売費及び一般管理費  

 販売費 16,825  17,054

 一般管理費 12,469  14,864

 販売費及び一般管理費合計 29,295  31,919

営業利益 8,588  13,116

営業外収益  

 受取利息 152  132

 受取配当金 1,336  739

 保険配当金 174  60

 その他 662  513

 営業外収益合計 2,326  1,446

営業外費用  

 支払利息 304  409

 遊休不動産関係費用 73  85

 為替差損 1,172  216

 その他 400  287

 営業外費用合計 1,950  999

経常利益 8,964  13,563

特別利益  

 固定資産売却益 605  842

 関係会社株式売却益 2,337  －

 特別利益合計 2,943  842

特別損失  

 固定資産処分損 703  521

 関係会社整理損 －  3,293

 投資有価証券評価損 －  2,148

 関係会社貸倒引当金繰入額 1,224  －

 たな卸資産評価損 326  －

 特別損失合計 2,255  5,963

税引前当期純利益 9,652  8,441

法人税、住民税及び事業税 3,841  3,156

法人税等調整額 △303  △3,892

法人税等合計 3,537  △735

当期純利益 6,115  9,177
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(3) 株主資本等変動計算書 

  (単位：百万円)

 
前事業年度 

(自 平成20年６月１日 
 至 平成21年５月31日) 

当事業年度 

(自 平成21年６月１日 
 至 平成22年５月31日) 

株主資本  

 資本金  

  前期末残高 14,932  14,932

  当期変動額  

   当期変動額合計 －  －

  当期末残高 14,932  14,932

 資本剰余金  

  資本準備金  

   前期末残高 17,257  17,257

   当期変動額  

    当期変動額合計 －  －

   当期末残高 17,257  17,257

  その他資本剰余金  

   前期末残高 12  5

   当期変動額  

    自己株式の処分 △6  1

    当期変動額合計 △6  1

   当期末残高 5  7

  資本剰余金合計  

   前期末残高 17,269  17,263

   当期変動額  

    自己株式の処分 △6  1

    当期変動額合計 △6  1

   当期末残高 17,263  17,264

 利益剰余金  

  利益準備金  

   前期末残高 3,733  3,733

   当期変動額  

    当期変動額合計 －  －

   当期末残高 3,733  3,733

  その他利益剰余金  

   特別償却積立金  

    前期末残高 91  20

    当期変動額  

     特別償却積立金の取崩 △70  △19

     当期変動額合計 △70  △19

    当期末残高 20  1

   固定資産圧縮積立金  

    前期末残高 5,024  5,078

    当期変動額  

     固定資産圧縮積立金の取崩 △595  △562

     固定資産圧縮積立金の積立 648  246

     当期変動額合計 53  △316

    当期末残高 5,078  4,761
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  (単位：百万円)

 
前事業年度 

(自 平成20年６月１日 
 至 平成21年５月31日) 

当事業年度 

(自 平成21年６月１日 
 至 平成22年５月31日) 

   固定資産圧縮特別勘定積立金  

    前期末残高 648  252

    当期変動額  

     固定資産圧縮特別勘定積立金の取崩 △648  △252

     固定資産圧縮特別勘定積立金の積立 252  150

     当期変動額合計 △395  △102

    当期末残高 252  150

   特定災害防止準備金  

    前期末残高 3  5

    当期変動額  

     特定災害防止準備金の積立 1  1

     当期変動額合計 1  1

    当期末残高 5  7

   別途積立金  

    前期末残高 51,930  54,430

    当期変動額  

     別途積立金の積立 2,500  －

     当期変動額合計 2,500  －

    当期末残高 54,430  54,430

   繰越利益剰余金  

    前期末残高 4,174  4,568

    当期変動額  

     剰余金の配当 △3,632  △3,630

     当期純利益 6,115  9,177

     特別償却積立金の取崩 70  19

     固定資産圧縮積立金の取崩 595  562

     固定資産圧縮積立金の積立 △648  △246

     固定資産圧縮特別勘定積立金の取崩 648  252

     固定資産圧縮特別勘定積立金の積立 △252  △150

     特定災害防止準備金の積立 △1  △1

     別途積立金の積立 △2,500  －

     当期変動額合計 394  5,983

    当期末残高 4,568  10,552

  利益剰余金合計  

   前期末残高 65,605  68,088

   当期変動額  

    剰余金の配当 △3,632  △3,630

    当期純利益 6,115  9,177

    特別償却積立金の取崩 －  －

    固定資産圧縮積立金の取崩 －  －

    固定資産圧縮積立金の積立 －  －

    固定資産圧縮特別勘定積立金の取崩 －  －

    固定資産圧縮特別勘定積立金の積立 －  －

    特定災害防止準備金の積立 －  －

    別途積立金の積立 －  －
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  (単位：百万円)

 
前事業年度 

(自 平成20年６月１日 
 至 平成21年５月31日) 

当事業年度 

(自 平成21年６月１日 
 至 平成22年５月31日) 

    当期変動額合計 2,483  5,547

   当期末残高 68,088  73,636

 自己株式  

  前期末残高 △575  △620

  当期変動額  

   自己株式の取得 △87  △96

   自己株式の処分 42  6

   当期変動額合計 △45  △90

  当期末残高 △620  △710

 株主資本合計  

  前期末残高 97,233  99,664

  当期変動額  

   剰余金の配当 △3,632  △3,630

   当期純利益 6,115  9,177

   自己株式の取得 △87  △96

   自己株式の処分 35  7

   当期変動額合計 2,431  5,458

  当期末残高 99,664  105,122

評価・換算差額等  

 その他有価証券評価差額金  

  前期末残高 2,731  55

  当期変動額  

   株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,675  409

   当期変動額合計 △2,675  409

  当期末残高 55  464

 評価・換算差額等合計  

  前期末残高 2,731  55

  当期変動額  

   株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,675  409

   当期変動額合計 △2,675  409

  当期末残高 55  464

純資産合計  

 前期末残高 99,964  99,720

 当期変動額  

  剰余金の配当 △3,632  △3,630

  当期純利益 6,115  9,177

  自己株式の取得 △87  △96

  自己株式の処分 35  7

  株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,675  409

  当期変動額合計 △244  5,867

 当期末残高 99,720  105,587

 

(4) 継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 
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６．その他 

 役員の異動 

  開示内容が定まった時点で開示いたします。 
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